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　平成27年 5 月、日本小売業協会の会長に清水信次氏が

就任されました。清水会長は、ライフコーポレーションの

代表取締役会長兼 CEO であり、小売業のトップというだ

けでなく、まさに国家から生活までを包括したグローバル

で、形に囚われない物の見方、発想、行動力により、経済

界はもとより、政界や海外要人との広い交流を通じてさま

ざまな分野で強い発言力を持たれている言論人でもありま

す。また、清水会長は、日本チェーンストア協会（略称：

JCA）の会長でもあり、また、各種小売・サービス業、メー

カー、卸、消費者まで網羅した「国民生活産業・消費者団

体連合会」（略称：生団連）の会長もつとめられています。

　この度、特別インタビューの機会を得て、日本小売業協

会会長のご就任にあたっての抱負、ならびに流通・サービ

ス産業の健全な発展と安心・安全な消費生活の課題の一つ

である万引犯罪の防止などについてお話しを伺いました。

編 集 部：この度の日本小売業協会会長のご就任と同時に

警視庁の「東京万引防止官民合同会議」の共同議長も引き

受けられましたが、その抱負についてお伺いいたします。

清水会長：日本の小売業界が、すでに世界でも有数の規模

と高品質の経営を誇る状況にあるものの、まだまだ解決す

べき課題が山積していると思います。小売・サービス業店

頭で急増している万引などの窃盗犯罪の防止は、協会の中

村胤夫元会長、土方清前会長以来、取り組むべき主要なテー

マの一つと言えます。平成27年 7 月の東京万引き防止官

民合同会議での調査研究報告書によりますと、万引きによ

る被害額は膨大であり、一説によると、年間4600億円と

も言われていること、また、近年高齢者による万引犯罪が

増加していることについては、何とも嘆かわしい事態と

思っています。

編 集 部：警視庁からもお聞きになったと思いますが、高

齢者による万引もさることながら、外国人を含めた集団窃

盗も著しく増加しています。この点に関してはいかがです

か。

清水会長：国際化の進展や、インバウンドによる外国人旅

行者の増加、ＩＴ機器の進化により、以前では考えられな

かった手口による外国人の集団万引の発生が深刻となって

いるようですね。特に、犯罪集団が特定の商品を狙って、

あるいは転売目的による組織的・計画的に大量窃盗を犯す

行為に対しては、業界のみならず、社会を挙げてその対策

に取り組む必要があります。すなわち、万引犯罪には個別

企業での対応も限度がありますので、業界全体、時によっ

ては警察当局などを含めた、いわゆる社会全体で取り組ま

なければ手に負えなくなってきているといえます。私ども

日本小売業協会をはじ

めとした小売業団体は、

警察当局や万引機構の

ような関連団体との連

携を密にして、このよ

うな組織犯罪への対策

をしっかりと講ずるな

ど、犯罪の起きにくい

社会の実現を目指すこ

とがますます重要だと

思っております。

編 集 部：万引防止機

構あるいは行政、警察

などへのご要望があれ

ばお聞かせください。

清水会長：万引防止に

ついては、小売業者としても、ハード（防犯カメラ、商品

管理システム等）・ソフト（従業員の声掛け、死角を少な

くする店舗設計等）の両面から、安全・安心・快適な環境

のお店づくりに取り組んでいるところですが、万引は犯罪

であるという強いメッセージを発することも重要と思って

います。万引犯罪のような社会問題に対して、万防機構の

ような官でも民でもない多角的な活動が可能な公の組織の

存在はきわめて重要といえます。あわせて、土方前会長が

提唱されている「万引」という呼称の変更などもふくめて

今後検討していきたいと思っておりますので、引き続きよ

ろしくお願いいたします。

編 集 部：貴重なご意見をありがとうございました。

7 月22日顧問の樋口建史氏（ミヤンマー大使、元警視

総監）からのメール

　「万防機構・役員、会員、関係の皆さま、諸課題に

意欲的に取り組まれている由、ご

同慶の至りです。当方は、これま

でのポストで経験したことがない

種類と忙しさに、圧倒され気味の

毎日です（苦笑）

　いずれにいたしましても、元気

でやっております。皆さまによろ

しくお伝えください。」
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平成27年度通常総会

■2015.6.24.

　 6月17日（水）主婦会館で本年第 2回理事会と平成27年

通常総会が開催され、約160名の皆様にご参集いただきま

した。資料は会員ページの B- 2 にあります。

平成27年度第 2回理事会

日時：平成27年 6 月17日（水）13:00～13:45

会場：主婦会館 8階　スイセン

平成27年度通常総会

日時：平成27年 6 月17日（水）14:00～19:30

会場：主婦会館 7階　カトレア

第 1部　通常総会…14：00～14：45

（ 1 ）開　会、（ 2）新理事長挨拶、（ 3）経過報告、

（ 4）議長選出

（ 5）議事 議案書  http://www.manboukikou.jp/pdf/situa-

tion225.pdf

　第 1号議案　 平成26年度　事業報告及び決算案について

　第 2号議案　 平成27年度　事業計画及び予算案について

　第 3号議案　 平成27年～28年の役員の選任について

　第 4号議案　 「認定個人情報保護団体」への申請につい

て

　第 5号議案　 「認定NPO」の本申請について

　第 6号議案　 「万防機構10周年記念事業」について

（ 6）閉　会

第 2部　調査報告…14：55～15：45

① 「第10回万引に関する全国青少年意識調査分析報告」

　北海道大学　名誉教授　瀧川哲夫様

②「第10回全国万引被害実態調査分析報告」

　万防機構・調査研究委員長　加藤和裕

③ 「ネット上の不正品流通防止に関する調査の中間報告」

　万防機構・普及推進委員長　若松　修

第 3部　記念講演…15：50～17：30

①　九州国際大学法学部・山本啓一教授

　「万引防止対策はコストではなく投資である」

②　イオン㈱　人事総務責任者　　高橋丈晴様

　「万引き等を中心としたイオングループの対応について」

③　林　大悟弁護士

　「万引犯罪事案から見えてくるもの」

第 4部　意見交換会＜Ｂ 2クラルテ＞…17：50～19：00

① 　挨拶：警察庁長官官房審議官（生活安全局担当）島根

悟様

② 　国家公安委員会委員長 山谷えり子様よりいただいた

祝電披露

③　乾杯：警視庁生活安全部長 藤本隆夫様

④　小売業者や警備業の皆様からの挨拶

⑤　菊間委員長より　～財政支援のお願いなど～

⑤　中締：若松委員長

その後も活発な意見交換が行われました。

＜関連記事＞

コンビニエンス速報 6月22日版

警備新報 6月25日版

セキュリティ産業新聞 6月25日版

警備保障タイムズ 7月 1日版

セキュリティ産業新聞 7月25日版

理事会

記念講演会
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＜パブリシティー＞

・ 警備新報 6月25日版
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・ セキュリティ産業新聞 6月25日版

記念公演配布資料
「万引防止対策はコストではなく投資である」 九州国際大学法学部　山本　啓一 教授

万引き対策は「コスト」
ではなく「投資」である

平成27年6月17日　全国万引犯罪防止機構総会

九州国際大学法学部　教授　山本啓一

万引き問題と犯罪機会論
犯罪機会論…「犯罪は、犯罪が起こりやすい機会が
存在するところで起きる」（ロナルド・クラーク） 
→「万引きは、現場（店舗）の構造や雰囲気に大き
な影響を受けている」 

→最も万引きが多い業種であるスーパーマーケット
を中心に情報収集（店舗見学、アンケート、万引き
Gメンヒアリング、店舗ヒアリング等）を実施。

万引き対策研究（ゼミ活動）2012～2013年度

福岡県万引防止連絡協議会ホームページ
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スーパーマーケットの現状
ロス率を算出していない店舗が多い 
万引きの原因や解決の主体は自分たちではないと考え
ている店舗が多い 
原因…景気、マイバッグ、従業員の業務範囲拡大 
解決の主体…警察、家庭、社会全体 
防犯に関する従業員教育を行っていない店舗も多い 

「万引き対策は費用対効果がつりあわない」 
万引きGメンの頻度、ダミーカメラ等 
万引きGメンのコメント…「お店によって様々」

万引き調査結果
万引きが減少した店舗は、万引き対策
の取り組み数も多い。 

万引きに対して積極的な姿勢を取る店舗
と消極的な店舗では、取り組み内容に
質的な違いが見られる。

万引きに関する店舗アンケート調査

• 福岡県警および福岡県万引防止連絡協議会の協力のもと、福岡県万引防止連絡協議
会に加盟する企業の店舗における万引き対策について、アンケートを実施。 

• アンケート返送は120店舗

ロス率算出に関するスーパーの課題

1年前との被害の比較

・「増加」28% 

・「非変化」44% 

・「減少」17%

万引き防止策数と万引き発生の変化
　 増加グループ 非変化グループ 減少グループ

回答店舗数 34 53 20

回答数 119 183 88
１店舗当たりの取
り組み平均数 3.5 3.45 4.4

順位 「減少」グループの主要な対策 回答数
1 万引き防止装置の導入(万引き防止ゲート・万引き防止タグ等) 14
2 従業員のお客様への声掛け 12
3 社員の店内巡回 9
4 店内レイアウトの工夫 7
5 店内放送での万引き防止の呼びか 6

万引きに対する認識

積極派…万引き対策を主体的に実施しようと考えている
店舗（87店舗） 
消極派…万引き対策の取組に後ろ向きの店舗（31店舗）

積極派・消極派の取り組み内容の違い

積極派の実施割合が高い取組 消極派の実施割合が高い取組
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「積極派」と「消極派」の違い
消極派 
•店内レイアウトの工夫 
•ポスターの掲示 
•保安警備員の配置 
•疑わしき行為への声掛
け 

•防犯ミラーの設置

「従業員全体による組
織的・継続的な取組」

「一部の従業員による
取組・一次的な取組」

積極派 
•社員に防犯腕章を装着 
•頻繁な棚卸し 
•お客様への声掛け 
•商品の陳列の工夫 
•社員の店内巡回 
•防犯責任者の指名

万引きの多い店舗はどちら？

店舗A

店舗B

店舗Aと店舗Bの取組の比較
店舗B 
•防犯を意識したレイア
ウトの導入 

•明るい照明 
•監視カメラ、防犯ミラー
の大々的導入 

•警察と連携した防犯訓
練の実施

「お客様を飽きさせない
店づくり」

「大きなリスクを防止する
ための万引きの未然防止」

店舗A 
店舗のにぎわいを重視 
監視カメラ、防犯ミラー
がほとんど存在しない 
ロスの発生時には原因
を追求 
店舗の費用による万引
きGメンの臨時導入
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Ａ店の「万引き対策のポリシー」
◯万引きの実体把握…発生した部門で集中的に棚卸実施 
◯持論「買い物が楽しければ万引きは起きない」 
　　→お客様を飽きさせないことが重要。 
　　→にぎわう店づくり→声掛け、ライブ販売 
　　→様々な食の提案、季節ごとのレイアウト変更 
◯顧客満足度の向上に力点を置いた従業員教育 

お客様を満足させる店づくり。来てくれるお客様に
「この店が好き」と思ってもらえるような店に。 
お客様を大切にすることが万引き対策に繋がる。

B店の「万引き対策のポリシー」
◯不明ロス0.07％まで徹底的にロスの原因を追求 
◯ハード対策で万引きの減少に成功。 

ある店舗では、防犯カメラを30台から50台へ増加。 
防犯ミラー、平面ミラーの重要性 
見通しの良いレイアウトを意識 

◯警察との連携・訓練の実施 
◯持論…万引きを放っておくと、大きなリスクへ繋がる（ハ
インリッヒの法則） 
◯万引き犯は捕まえても減らない→防止が重要 
◯安全で安心できる店づくりが顧客満足度につながる

【参考】C店の「万引き対策のポリシー」
◯特徴 
防犯ゲート、防犯カメラの設置を重要視
データを徹底的に収集。被害は必ず報告。「責めない、隠さない」 
万引き対策方針「摘発こそ最大の防御」 

◯万引きを見逃すリスク 
経営意識の低下→在庫が狂って当然という感覚になる 
顧客からの不信感＋従業員の本部への不信感 

◯持論 
防犯ゲート設置は、従業員が安心して働ける環境づくり（従業員の
信頼獲得）、良い接客（顧客満足度向上）を行うために必要。

課題と対策

①万引き対策の戦略ストーリー
コストを正当化できるための、「万引き対策が不可欠と
いう積極的な理由・説明（オリジナルのストーリー）」 
（A社）「お客様を飽きさせない」 

（B社）「ロスに鈍感になると経営が緩む」「従業員の安心・信頼」 

（C社）「より大きなリスクを防止するための前兆事案（ハインリッヒ
の法則）」 

万引き対策とは「防犯」部門単独の問題ではなく、「経営課題」 
「疑わしき行為への声掛け」と「お客様への声掛け」の違い 

万引き対策とは「マイナス」を「ゼロ」にするだけでなく、「プラス」
を磨き上げる中で、「結果として」減少する、という視点が必要。 

万引き対策は「費用」ではなく「投資」

万引き防止策のハード面・ソフト面

②多様な方法の組み合わせ
ハード ソフト

抵抗性
恒常性 

、ショーケースに収
納、空箱の展示、アラー

ムタグ

管理意識 
整理整頓、在庫管理、情
報収集、マニュアルの作
成、防犯訓練、警察への

全件届け出

領域性
区画性 

出入口の限定、レジの内
外でのカゴの区別、万引

き防止ゲート

縄張り意識 
責任体制の明確化、保安
員の配置、店内放送、ポ
スター、POPの掲示

監視性
視認性 

レイアウトの工夫、商品
陳列の工夫・監視カメ
ラ・防犯ミラー

当事者意識 
従業員の巡回、お客様へ
の声掛け、防犯腕章、疑
わしき行為への声掛け

ハード面の対策とソフト面の対策の両方が重要

③組織的・継続的な取り組みの重要性
消極派 
•店内レイアウトの工夫 
•ポスターの掲示 
•保安警備員の配置 
•疑わしき行為への声掛
け 

•防犯ミラーの設置

「従業員全体による組
織的・継続的な取組」

「一部の従業員による
取組・一次的な取組」

積極派 
•社員に防犯腕章を装着 
•頻繁な棚卸し 
•お客様への声掛け 
•商品の陳列の工夫 
•社員の店内巡回 
•防犯責任者の指名
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A店舗とB店舗の比較～模倣の難しさ
A社 B社

売り上げ 600億 1400億
正社員数 880人 1050人
店舗数 40 130

１店舗あたりの 
従業員数 20人 8人

１店舗あたり 
売上（年間） 16億円 11億円

坪あたり売上（月） 
（推定） 30万円 18万円

（数字は多少変更しています）
A社の取り組みは正社員の比率の高さとそれがもたらす坪当たり
の売上の高さ（＝ビジネスモデル）があってこそ可能。

④地域密着型のスーパーのあり方

顧客は地域から、パート・アルバイトの従業
員も地域から→万引き犯も地域から 
「地域に愛されるためには、地域の人に対し
て”犯罪の機会”を与えない。地域の人を万
引き犯に追いやらないことが大切」 
「地域に愛される店舗」を目標に、アルバイ
ト・パートも含め組織的な対応を目指す

「万引等を中心としたイオングループの対応について」 イオン（株）人事総務責任者　高橋　丈晴 様
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活動報告＆ トピックス　HPより抜粋

■2015.2.10

　 2月 6日（金）東京都商店街振興組合連合会より商店街

の万引き対応はますます難しくなっている～高齢者の万引

き実態調査結果報告書～が発表になりました。

　「万引きの検挙者数は青少年よりも高齢者の方が多いと

いう現状をみなさんはご存知だったでしょうか？私たちは

まず、高齢者が買い物や散策で集まる商店街（巣鴨など）

にヒヤリングに行きました。しかしそこでは高齢者による

万引きはほとんどありませんでした。次に、食品スーパー

本社の万引き対策部署の方々を取材したところ、高齢者に

よる万引き件数は昨年度が青少年の 5倍、今年度は 6倍と

いう規模で発生しているという事実がありました。」

という本文からはじまる調査内容を読むと地域の絆を大切

にしている商店街は、防犯面において犯罪抑止の一翼を

担ってきたことが再発見できます。本調査には当機構の普

及推進員が参加させていただいております。

　高齢者の万引き実態調査結果報告書～平成26年度商店街

活性化推進調査・研究事業～商店街の万引き対応はますま

す難しくなっている＜外部リンク＞

http://www.toshinren.or.jp/news/news_ 2 _434.html

■2015.2.12

　第49回スーパーマーケット・トレードショーのセミナー

で竹花副理事長が講演を行い、150名以上の皆様が参集さ

れました。

　結びに、河上理事長が遺した言葉『最後に、この国の一

番の財産である「絆」、そて、「規範意識」を守るための供

正義の防衛ラインが、まさに万引対策なのです。万引はこ

の社会の規範意識を奪う犯罪である、という認識をあらゆ

る方々と共有し、実行力のある施策を万防機構は提言する

所存です。』を朗読され、故人を偲ぶとともに、その志を

引き継がれました。

「万引犯罪事案から見えてくるもの」 弁護士（横浜弁護士会）　林　 大悟

第 1　万引きの原因と刑事政策的対応
　 1　少年に非行としての万引き
　　　（犯人の属性）
　　　　規範意識が生成途上にある少年
　　　（対策）
　　　　教育や更生のための社会資源の確保
　 2　経済的困窮が原因の万引き
　　　（犯人の属性）
　　　　お金が無くて万引きをする人
　　　（対策）
　　　　職業訓練を施す、生活保護等の福祉に繋げること
　 3　集団的窃盗
　　　（犯人の属性）
　　　　転売目的等の理性的判断、組織的に合目的的に行動
　　　（対策）
　　　　 厳しい態度で臨むことで刑罰の一般予防効果が期待できる。但し、実行犯の中には、上記 1、 2の側面を有す

る者がいる可能性あり。
　 4　病気が原因の万引き
　　　（犯人の属性）
　　　　 クレプトマニア（病的窃盗）、摂食障害、前頭側頭型認知症、てんかん、知的障害、発達障害、統合失調症等

の疾病が原因で常習的に万引きを繰り返す患者
　　　（対策）
　　　　自費での治療やグループホームへの入所を優先すべき

第 2　一般社団法人アミティの活動（別紙）
　　　病的窃盗常習者をなくすことで万引き被害を減らす取り組み

第 3　立法提言
　　　ドラッグコート類似の制度導入

第 4　皆様へのお願い
　　　 万引き被害の再発防止と万引き被害の回復に取り組んで頂きたい。前者については、犯人逮捕時に、再犯防止の

ために自助グループ等への参加を促して頂きたい。また、後者については、被害弁償や買取処理を徹底して頂き
たい。 1万円程度のお詫び料を受領して示談をすることを検討されても良い。
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日時： 2月12日（木）11:00～11:45

会場：東京ビックサイト東ホール　セミナーステージA

主催：（一社）新日本スーパーマーケット協会

資料：「万引防止のために店舗がやれること」

http://www.manboukikou.jp/pdf/situation202.pdf

■2015.2.19

　 2月18日（水）高齢者万引対策に関する提言、防犯画像

の取扱に関する提言、集団窃盗等の情報の取扱いに関する

新三つの建議・提言に関する記者発表を行い、19日の

NHK・おはよう日本、朝日新聞で紹介されました。

日時：平成27年 2 月18日（水）午後 1時30分～ 2時34分

会場：主婦会館プラザエフ　 4階シャトレ

参加：当日は、ＮＨＫ（解説委員、社会部記者、カメラ）、

朝日新聞、読売新聞（論説委員・編集委員）、東京新聞等

主なメディアの方々の出席をいただきました。

＜関連する報道＞

NHK NEWS Web 動画配信！＜外部リンク＞

コンビニエンス新聞平成27年 2 月23日号

文化通信27年 2 月23日号

セキュリティ産業新聞平成27年 2 月25日号

警備新報平成27年 2 月25日号

警備保障新聞平成27年 3 月 1 日号

■2014.2.19

　 2月13日（金）長崎県万引き防止官民合同会議総会で万

引防止の研修会が行われました。会場となった長崎県警察

本部 6階会議室で、約30名小売業者がロールプレイングを

などの研修を受講されました。講師は当機構の普及推進委

員が務めました。

■2015.2.23

　 2月 7日に急逝されました故河上理事長のお通夜が 2月

11日、告別式が年 2月12日に行われました。法曹関係者を

はじめ、多数の参列がありました。参列いただいた方、弔

電をされた方、供花をされた方、ご香典をいただいた方、

お手伝いの方等、ありがとうございました。

警備新報 2 月15日　http://www.manboukikou.jp/pdf/situ-

ation207.pdf 号

■2015.2.25

　 2月25日（水）当機構・ 2月度委員長会議が開催されま

した。最初に全員で故河上理事長への深い感謝を込め黙祷

を捧げました。提言の記者会見後初となる今回は、若松委

員長が担当されている万引防止等のための盗難情報システ

ムのパイロットプランなど、提言の具体化に向けた活動内

容が話し合われました。写真右は、今回初参加となる菊間

広報委員長の自己紹介の様子です。凛とされ対話力のある

方です。

■2015.2.25

　 2月25日（水）グランドアーク半蔵門 3階光の間にて、

東京万引き防止官民合同会議「臨時合同会議」が開催され、

「万引き」のネーミング及びユニバーサルデサインについ

て協議が進められました。今後、桑島広報委員長と若松教

育研修委員長を中心に検討されることが決定しました。

　写真左は、新任の戸田防犯設備副委員長の挨拶の様子で

す。

■2015.3.3

　 2月25日委員長会議の中で、川崎市中一少年殺傷事件に

関する報道に関し、我々としても、この痛ましい事件を注

意深く見守り、再発防止に向けての働きかけを行うことを

再確認しました。

　緊急で、当機構がいま「生徒や保護者向けにやっている

こと、できること」を紹介する「イジメと万引犯罪の防止

に向けて」ページを新設しました。

■2015.3.6

　 3 月 6 日（水）「防犯画像の取扱いに際してのセキュリ

ティポリシー構築に向けて」特別セミナーが東京ビッグサ

イト会議棟 6 階605+606会議室で行われ、防犯カメラの画

像データや画像を活用した認証技術について、取扱いに関

するルール化の必要性について、関係法令を照らしながら、

今後のあるべき運用の姿を議論しました。240人収容の会

場が一杯になるほど盛況でした。

＜登壇者＞

首都大学東京 都市教養学部法学系教授　星　周一郎氏

株式会社市川ビル 窃盗撲滅プロジェクト（SBP）・CD 推

進部長　長田　泰文氏

一般社団法人全国警備業協会 研修センター兼教育企画部

統括課長　山本　正彦氏

一般財団法人流通システム開発センター 元調査部長、当

機構理事　佐藤　　聖

進行：当機構　副理事長　竹花　　豊



14　万防時報 第19号

■2015.3.7

　窃盗癖等の回復支援のためのコミュニティページを開設

しました。関係の皆様からの情報提供をお待ちしておりま

す。

■2015.4.4

　 3月25日 NHKニュースおはよう日本の中で「繰り返さ

れる万引き　驚きの実態」について報道されました。ニュー

スの結びに、防犯画像のプライバシー対策や保管方法と期

限、さらには共有する店の範囲に関する必要性に言及され

ました。 4月 4日には読売新聞でも同テーマで記事掲載が

ありました。

　今回の当機構の防犯画像に関する提言※の主な趣旨は、

防犯カメラに録画した画像を活用する際の目的と留意事項

の明確化です。それは活用シーンの広がりによって付加さ

れていきます。

活用シーン 1．現状においては、防犯カメラの設置店は、

防犯カメラ管理規定（例）に基づき運用をお願いしたい。

※

活用シーン 2．自店舗内での活用、同一会社の系列店舗間

での活用、共通の留意点に基づき運用をお願いしたい。※

活用シーン 3．一業種他店舗間での活用、近接エリア内店

舗間での活用等防犯画像の管理責任者が異なる小売店間で

情報を共有する場合、さらなる留意点に基づき運用をお願

いしたい。※

　さらに、ステップ 3に関して、透明性を確保し、遵法性

を高めるために「共同利用」を推奨する。その際の決め事

として、①データの項目、②共同利用の範囲の明確化（例：

加盟団体のHPに掲示するなど）③利用目的（この場合は

犯罪予防または防犯）、④責任者を決めておくこと、が必

要と考えています。※

　なお、いま報道されている防犯画像のデータベース構築

うんぬんは、関係の皆様の間で、上記の点が留意されて、

はじめて対策案の俎上に載ります。

　基本姿勢として、「店舗側の安全や資産管理の権利」と「個

人のプライバシーの権利」と「正義をまっとうする権利」が、

それぞれ、さらに尊重されるよう、観念論だけではなく、

それぞれ対象となる方々のご意見を基に、公の場で議論を

重ねていくことが大切であり、リスクを最小化する道と考

えます。

※ 詳しくは、新 3つの提言の「防犯画像の取扱いに関する

見解及び提言」を参照ください。

http://www.manboukikou.jp/pdf/situation204.pdf

■2015.4.5

　被害者等通知制度のページを開設しました。関係の皆様

からの情報提供をお待ちしております。

■2015.5.2

　理事会席上で㈱三洋堂ホールディングス様より509、511

円のご寄付を頂戴しました。さらに日本コンパクトディス

ク・ビデオレンタル商業組合様より100万円のご寄付（特

別支援制度）があったことが事務局より報告がありました。

両組織より継続してご支援をいただいております。

■2015.4.20

　 4月13日（月）群馬ロイヤルホテル別館協会フィオーレ

にて、日本アカデミーの学生約250名の学生に対し、当機

構の普及推進委員が万引防止の講話を行いました。

　対象は中国やベトナムなどから日本に留学に来ている

方々です。日本アカデミーに於かれましては今回をご縁で

企業会員になっていただきました。

■2015.5.2

　 4月22日（水）に本年度第 1回目となる委員長会議及び

第 1回理事会が開催され、 3月16日（月）付けで理事長に

就任致した竹花理事が議長で本年度の活動計画が話し合わ

れました。認定NPO への申請、 3 年目となる中学校用の

壁新聞（一般財団法人日本宝くじ協会助成）や「万引対策

の最前線で闘っている方々からのメッセージ」冊子（公益

財団法人日工組社会安全研究財助成金）制作など、本年度

もたくさんの事業に挑みます。

■2015.5.2

　 4月25日（土）西東京市立本町小学校で、当機構の普及

推進委員（山本・稲本）がセーフティ教室の講師を務めま

した。低学年向け、保護者向け、高学年向けの 3つの対象

者別に行われました。

写真上はセミナー会場の様子、下はスタッフ
の写真
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■2015.6.11

　当機構の会員ページができました。TOP ページの左下

にある「万防機構会員ログイン」から入室できます。ID

とパスワードは事務局より会員各位にご案内いたします。

■2015.6.11

　 6月 5日（金）午後に埼玉県所沢警察署 5階訓示室にて、

販売防犯連絡協議会の会員及び関係者20名向けに万引防止

講話が行われました。講師は当機構の普及推進委員が務め

ました。

■2015.6.11

　 6 月 2 日（火）に関連団体 日本万引防止システム協会

の平成26年度通常総会が開催されました。記念講演会は座

席を20席増やすほどの盛況ぶりで、さらに意見交換会は終

了の19時を過ぎても大半の方に残られるほど活気に満ちた

ものでした。

【記念講演会　概要】

1  ．“万引き対策は働く者に対する安全配慮義務にかかわ

る重要な課題である”

　　警視庁 犯罪被害者支援室 命の大切さを学ぶ教室 講師

 桶田　清順 様

2  ．“地域の安全安心のために大同団結・窃盗撲滅プロジェ

クトの驚くべき成果”

　　 株式会社市川ビル 窃盗撲滅プロジェクト（SBP）CD

推進部長 長田　泰文 様

ご来賓の皆様（一部）

【第 1部ごあいさつ】

　総務省総合通信基盤局電波部電波管理課係長

 人見　彰彦 様

【第 2部ごあいさつ】

　警視庁生活安全部生活安全総務課 管理官

 藤森　雅之 様

　 日本コンパクトディスクビデオレンタル商業組合 専務

理事 若松　　修 様

【第 3部ごあいさつ】

　 経済産業省情報通信機器課環境リサイクル室長・情報家

電戦略室長 大木　雅文 様

　日本小売業協会 事務局長 山崎　和敏 様

　当機構 理事長 竹花　　豊 様　（乾杯）

■2015.6.24

　普及推進委員が 6月13日（土）に練馬区立上石神井中学

校で、 6月20日（土）に西東京市立柳沢小学校で生徒と保

護者向けにそれぞれ万引防止の講演を行いました。

■2015.7.1

　日本チェーンドラッグストア協会防犯・有事委員会様よ

り、同委員会作成の万引防止のポスター（後援・当機構）

と同協会会員様向けのポケットマニュアルをいただきまし

た。このように制作物に際し、当機構が少しでもお役に立

てれば幸いです。

　なお、会員ページには、業界共通版のポケットマニュア

ルのオリジナルデータが格納されております。

■2015.7.1

　当機構の正会員である株式会社エイジスが制作された単

行本「実地棚卸の教科書」が出版されました。棚卸資産の

基礎知識から、実地棚卸の準備・実施や組織体制作り、会

計・税務までの実務書となっております。特に第 2章第 8

節「ロス対策」は流通業の経営者・ロス管理担当者・経理

担当者に熟読いただきたい内容です。

■2015.7.16

　東京万引き防止官民合同会議にて制作された「万引きに

関する調査研究報告書～高齢者に着目して～」が完成いた

しました。約200頁の詳細な調査報告書となっております。

　拓殖大学政経学部　守山正教授をはじめとする執筆者の
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皆様、実際の調査などでご尽力いただいた警視庁生活安全

対策三係（万引き防止対策）の皆様に御礼申し上げます。

　会員各位には次回の発送便でお送りする予定となってお

ります。

■2015.7.16

　第 1回盗難情報データベース構築委員会が 7月15日（水）

スクワール麹町・会議室にて開催されました。当委員会は、

当機構の会員団体である CDVJ（日本コンパクトディス

ク・ビデオレンタル商業組合）が、中小企業庁から補助金

を得て、平成27年度の万防機構のプロジェクトとして推進

するもので、来年 1月までに 5回開催する予定です。

　本委員会では次の内容についての調査や仕組み作りに向

けた検討が行われます。（案）

・ 盗難情報データベース（情報の収集・分析、被害情報提

供）仕様

・ 防犯画像利用に向けての利活用方法やガイドライン

・ ネット市場への盗品流出阻止に向けての個体認証付与方

法

・ネット管理者や利用者への盗品情報の提供の仕組み

　第 1回目の委員会は、法学系の有識者、出版関係の産業

団体、書店各社、警備業団体、CDVJ 事務局、当機構関係

者など総勢21名が参加し、 3時間を超えるものとなりまし

た。

当機構・事務局からのお願い：

　本件に関しての問い合わせは、事務局までご連絡をお願

いします。実名での問い合わせには可能な限りお答えいた

します。

■2015.7.17

　 7月16日ニュース　警視庁がネットオークション会社に

“盗品”転売防止を要請。

　東京の書店で万引きされた本など1700点がインターネッ

トのオークションで売られていたことが分かり、警視庁は

15日、オークションの運営会社に対し、盗まれたものが出

品されていないか監視を強めるなど、対策を強化するよう

要請しました。1700点すべてが同じＩＤで売りに出されて

いたうえ、同じ書籍が 1年間に26回売られるなど、不自然

な出品が繰り返されていたということです。

　ネットオークション会社は「不正な手段で入手された商

品はガイドラインで出品を禁止し、パトロールも行ってい

る。しかし、事業者だけで盗まれたものかどうか判断する

のは難しく、今後、警察との連携を進めていきたい」とし

ています。

　現在、万引きやひったくりなどで盗まれた被害品がネッ

トオークションで売却されるケースは全国で増加していま

す。警察庁によりますと、統計が残っている平成16年は

904件でしたが、平成24年では2552件と、10年近くの間で2.5

倍になっています。（NHK報道より）

【主な報道】

日経：ヤフオクに盗品転売の対策強化要請　警視庁

NHK：警視庁ヤフオクに“盗品”転売防止を要請

【参考：海外のネット業者の盗品転売防止に向けた取り組

み事例】

LPMagazine7-8 2012号より「世界最大の通販会社 eBay の

盗品転売対策」日本語訳（ZIP size 769KB）

　http://www.manboukikou.jp/pdf/situation231.zip

LPMagazine1-2 2015号より「eBay と全米小売業協会企業

とのTrusted Partner について」英文

　 http://lpportal.com/feature-articles/item/3497-from-ad-

versary-to-trusted-partner.html

　万引の被害店では、その時は 1件の被害なのですが、そ

の犯人は他の複数の店で数百件もの万引窃盗を繰り返し、

ネットで転売している例は珍しいことではありません。現

状では、そのような情報は、小売業側ではまったく分かり

ません。だからこそ、ネット企業と警察と各小売業団体及

び小売企業との「密接な連携」や「盗難情報の共有」が必

要なのだと思います。このような取り組みに積極的に関わ

ることは、企業の社会的責任をまっとうし、企業価値を高

めることになるのではないでしょうか。 （事務局談）

事 務 局 だ よ り
寄付のお願い

　日本の規範を取り戻すためにあなたの寄付が必要です。

　万引犯罪防止のための社会システムの構築が広く推進さ

れていくためには、地域社会の生活者ひとりひとりの自覚

とともに、広い社会からの支援の輪が必要です。つきまし

ては、財政的支援のご意思をお持ちになる篤志家の方々に

広範なご協力を衷心よりお願い申し上げます。

委員・講師派遣について

　普及推進活動の一環として、地方公共団体依頼のセミ

ナー、小売業団体からの万引防止講座、学校・PTA 主催

のセ―フティー教室やフォーラムへの委員派遣、家庭裁判

所や拘置所での講話を行っております。最近ではモデル店

舗認定の審査員やTV・ラジオへの出演など、活躍のフィー

ルドを広げております。その中で皆様との対話を強化して

いく所存です。ご相談ページを準備しましたのでご利用く

ださい。
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